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　２０１５年６月１２日午後２時より貴クラブにて会見を行いました「ブラック地主・家主対策弁護団」設立及び被害救済１１０番の結果及び今後の方針を報告させていただきます。

１　被害救済１１０番の結果について

　　同月１４日（日）午前１０時より午後４時までの間、東京、大阪、名古屋及び福岡にて、ブラック地主・家主からの被害相談を受け付けたところ、全国各地から、総計７４件の相談がありました。

　　その相談の内容は多岐にわたりましたが、

　　　立ち退き（解約申し入れ）　３０件

　　　賃料増額、滞納等　　　　　１０件

　　　敷金・原状回復、家屋修繕　　５件

　　　更新料関連　　　　　　　　　２件

　　　賃貸人からの相談　　　　　　５件

　　　その他、近隣トラブル等　　２２件

となりました。

　　立ち退き事案の中には、会見の際に報告した脅迫ともとれる言動（「買えないなら土地を返せ」「貸したものを返すのは当然でしょう。小学生でもわかるでしょう」等）で立ち退きを求められた事案もありました。
　　また、本来、賃借人が借地権の底地を買い取る場合、更地価格から借地権価格を控除するのが通常（東京近郊では、借地権価格６ないし７、底地権価格４ないし３といった形で分配されている数字を利用する事例が多い）であるところ、底地を更地価格で買い取れと要求され、紛争になることを恐れ、１億円もの金銭を金融機関から借り入れて土地を買ったといった賃借人もいました。

　　その他、賃料関連では、地主の気分で、賃料を一気に倍額にするよう求められた事案があったり、借家契約の更新の際に、不動産業者から「近所に迷惑をかけた」等言いがかりを受け、「（現行の賃料より）高額で借りてくれる人がいるから」ということだけ伝えられて、更新拒否・明け渡しを求められたりしたような事案もありました。

　　他方、地主・家主といった賃貸人からの相談も複数あり、中には、何度も賃借人に対して手紙等で連絡を求めても1度も回答をしてこないといった救済を求める相談もありました。賃借人にも問題がある事案が存在することが、この不動産の明け渡しに関する問題を難しくしているのかもしれません。

２　今後の「ブラック地主・家主弁護団」の活動予定

　　貴クラブを中心とした報道があったこともあり、相当数の被害実例を集約することができました。しかし、相談の中には、「明け渡してしまったが・・・」「賃料の増額に応じてしまったが・・・」とすでに賃貸人と合意をしてしまった後に、自らの行為が間違っていなかったかを相談してくる事例も複数存在しました。これらは、まさに借地権、借家権といった権利について、市民に十分な理解が浸透していない結果といえます。
私たち「ブラック地主・家主弁護団」は今後も、居住権の具体化であり、賃借人の生活の基幹を構成する借地権・借家権の確立を目指し、精力的な活動を展開していきたいと考えています。具体的には、「ブラック地主・家主弁護団」のＨＰを近日中に立ち上げ、更に被害の集約に努め、個別救済を図るほか、行政・政策形成への働きかけも行いたいと考えております。
　　今後もご支援賜りますよう、よろしくお願いいたします。　　　　　　　以　上
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